
団体名： 蟹江町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 84.3 ％） （達成度 53.3 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 98.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 70.9 ％） （達成度 150.0 ％） Ａ Ｂ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 変更する 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 50.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 104.0 ％） （達成度 116.7 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 30.0 ％） （達成度 8.0 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 68.0 ％） （達成度 152.4 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

「グーペ」を活用
し、ホームページ
開設のきっかけと
して利用してもら
えるようにPRす
る。

○

目標
数値

25
実績
数値

17
目標
数値

35,000

指標
ホームページアクセス数

「グーペ」によるオリジ
ナルホームページ作成支
援により、小規模事業者
にとって取り組みやすい
環境を整備することがで
きた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
53,342

情報化推進事業

情報通信技術を活用して、
会員事業者等にとって有益
な経営情報を取得したり、
ビジネスチャンスの拡大
や、経営の質を高めるため
の取組みを実施し、商工業
の活性化に寄与する。

・会員事業所情報の公開企
業数１７社
・ホームページアクセス数
53,342件 小規模事業者

指標

会員事業所情報の公開企業
数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症の収束に
伴い、従来通りの
開催が期待され
る。 ○

目標
数値

10
実績
数値

3
目標
数値

50

指標

事業参加者数
コロナ禍において、PRイ
ベントの開催が限定され
る中、機会を通じ商品Ｐ
Ｒ及び販売ができ、町内
外の多くの方々に周知す
ることができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
4

産業活性化事業

特産品をはじめとする地域
産品を広く知ってもらうた
め、イベントや展示会等に
より販路開拓支援を行う。

１．特産品・地域産品の販
路開拓支援　「まるッと！
あいち」等への出店あっせ
ん　2回
２．展示会への出展（しん
きんビジネスフェア）　　1
回

小規模事業者

指標

事業実施回数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症の収束に
伴い、従来通りの
開催が期待され
る。

○

目標
数値

25
実績
数値

26
目標
数値

商店街等イベント実施回数

指標

空き店舗利活用事業実施回
数

コロナ禍に対応したイベ
ント内容に変更し開催。
空き店舗を活用した事業
については、感染防止対
策のため限定的な開設と
なった。

総
合
評
価

Ａ

24
実績
数値

28

商店街・街づくり
事業

「地域コミュニティの構
築」という商店街にとって
の至上命題を遂行するた
め、「げんき商店街推進事
業」を継続して実施するこ
とで、更なる地域連携の強
化が期待される。より地域
に密着した活動を続けるこ
とで、地域住民からのニー
ズを拾い出し商店街活性化
につなげていく。

１．県及び町の行う「げん
き商店街推進事業」の実施
２．商店街等イベント実施
回数 　　　26回
３．空き店舗利活用事業実
施回数 28回 小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症の収束に
伴い、従来通りの
開催が期待され
る。 ○

コロナ禍
及び会場
の都合に
より縮小
開催

目標
数値

20,000
実績
数値

10,000
目標
数値

指標

コロナ禍及び役場庁舎修
繕工事のため縮小開催
あったが、地域の産業Ｐ
Ｒの機会となり、地域の
総合的な振興を図ること
ができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

祭典事業

かにえ町民まつりに協賛、
参加することにより、その
集客力を活かして地域の経
済活動を促進し地域の産業
（地域資源・観光資源）Ｐ
Ｒの機会とするとともに、
地域の総合的な振興を図る
ことを目的とする。

かにえ町民まつり
　10月8日～9日
　来場者約　１0,000人
　参加事業所　22企業

町民（地域産
業ＰＲの機会
として小規模
事業者に有

効）

指標
町民まつり来場者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

個別講習会につい
ては対象者の減少
傾向がみられるの
で、周知及び実施
方法について見直
しを行う。

○

目標
数値

165
実績
数値

117
目標
数値

98

指標
集団講習会出席者　延べ

感染防止対策により、集
団講習会は予定通り開催
できなかった。一方、個
別相談の労務相談では多
くの事業者に参加いただ
き、課題解決に繋げるこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
147

講習会

多様化する経営環境に対応
するため、小規模事業者に
とって必要な経営に関する
知識取得や時事的な問題に
ついての啓蒙を図り、事業
者の資質の向上と円滑な事
業運営に資することを目的
とする。

講習会開催回数及び受講予
定者数
個別　19回　117人
集団　10回　147人
（内、経営革新０回） 小規模事業者

指標
個別講習会出席者　延べ

経営改善普及事業
の根幹として位置
づけ担当者の更な
る資質向上に努め
たい。

○

目標
数値

75
実績
数値

74
目標
数値

実績
数値

適正な税務申告と経理の
自計化や計数管理による
経営力の向上に結びつけ
ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

記帳継続指導

商工会の職員が、個人事業
主等を対象に正しい記帳方
法の指導と決算・確定申告
の指導を行い、適正な税務
申告と経理の自計化や計数
管理による経営力の向上に
結びつける。

記帳指導職員及び記帳指導
員を中心として実施する。
・指導対象者数　　74人
・指導延回数　　1,191回 小規模事業者

指標
記帳指導事業所数

指標

目標
数値

900
実績
数値

759
目標
数値

30

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

計画どおりに実施
できなかったが、
引続き職員全員体
制で臨みたい。

○
巡回・窓口相談指
導事業

小規模事業者を中心に、
様々な相談への指導をする
ことにより経営および技術
の改善を図り健全な企業を
育成するとともに、課題解
決提案の取組みを行い補助
事業の成果の「見える化」
を図る

経営指導員を中心に、多様
化・専門化する小規模事業
者の経営課題に的確・迅速
に対応して企業業績の向上
に繋げる取り組みを実施す
る。
・巡回窓口指導実企業数
379社
・巡回窓口指導延件数　759
件
・課題解決提案件数
16件

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
コロナ禍における厳しい
経営環境の中、必要な情
報、支援を行うことで、
事業継続を図り、健全な
企業育成に努めることに
より、町内、ひいては県
内経済の活性化に寄与し
た。

実績
数値

16

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。



団体名： 蟹江町商工会

得られた効果 備考

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 125.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 38.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 68.9 ％） （達成度 95.0 ％） Ｂ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 66.0 ％） （達成度 55.6 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 73.3 ％） （達成度 51.4 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 97.3 ％） （達成度 99.0 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 93.8 ％） （達成度 89.6 ％） Ｂ Ｂ 下げる 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

連携事業により相
互のメリットを強
調し、税に関する
意識の向上に努め
る。

目標
数値

130
実績
数値

122
目標
数値

青色申告会事業所加入件数

指標

法人会事業所加入件数
正しい税務知識の習得と
納税意識の向上により、
健全な企業育成に繋がっ
た。

総
合
評
価

Ｂ

230
実績
数値

206

青色申告会・法人
会事業

青色申告会・法人会等の税
務支援団体・地域貢献団体
の活動をサポートし、事業
運営に協力することによ
り、国・地方公共団体・地
域社会への貢献や発展のた
めの一助となり、ひいては
商工業の活性化に資するこ
とを目的とする。

青色申告会・法人会の活動
支援
１．青色申告会事業所加入
件数　　　　122社
２．法人会事業所加入件数
206　社

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引き続き委託事業
場の利便性を第一
に、正しい事務処
理に努める。

目標
数値

75
実績
数値

73
目標
数値

400

指標

対象従業員数
中小事業主の事務処理の
負担を軽減し、労働保険
の適用促進及び労働保険
料の適正な徴収が図られ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

396

労働保険事業

事業主等の委託を受けて、
事業主に代わって労働保険
料の申告納付その他労働保
険に関する各種の届出等の
事務手続きを行うことによ
り、中小事業主の事務処理
の負担を軽減し、労働保険
の適用促進及び労働保険料
の適正な徴収を図ることを
目的とする。

労働保険事務組合の設置に
より、労働保険の加入推進
と事務処理を代行する。
１．委託事業所数　73社
２．対象従業員数 396名

小規模事業者

指標

委託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症の収束に
伴い、従来通りの
開催が期待され
る。

目標
数値

45
実績
数値

33
目標
数値

70

指標

会員研修参加事業所数
中小企業、小規模企業の
経営・雇用・安全衛生の
持続的な安定が図られ
た。
また、会員研修により企
業間交流の目的が達成で
きた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
36

福利厚生事業

中小・小規模企業の経営、
雇用の持続的な安定を図る
ために、企業間交流を目的
とした会員研修会、従業員
の健康診断事業の実施によ
り、企業の健全な育成に資
することを目的とする。

１．健康診断事業　１回
　参加事業所数　33事業所
２．会員研修　１回
　参加事業所数　36事業所

小規模事業者

指標

健康診断事業参加事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

新型コロナウイル
ス感染症の収束に
伴い、各部会員の
交流が深められる
事業を検討し実施
する。目標

数値
350

実績
数値

231
目標
数値

45

指標
事業の開催回数

各部会活動を行い、部会
参加企業の発展に資する
ことができた。 総

合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
25

部会・委員会事業

商業・工業・観光の各部会
事業や各種委員会事業を行
い、部会参加企業の発展に
資することを目的とする。

１．商業振興対策の推進
２．工業振興対策の推進
３．観光振興対策の推進
４．各種委員会の開催
・事業へ参加企業数　231事
業所
・事業の開催回数　25回

各部会員・
小規模事業者

指標
事業へ参加企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引き続き研修会等
を通じ資質の向上
を図るとともに、
事業承継・後継者
育成を含め事業展
開を考えたい。

○

目標
数値

45
実績
数値

31
目標
数値

40

指標

女性部事業実施開催回数
研修会、イベント等が実
施できない中、部員事業
所が元気になることで地
域商工業の総合的振興と
商工会活動の発展の一助
となれるよう、自主的な
活動を行った。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

38

青年部・女性部事
業

青年部・女性部員間での交
流や社会福祉を通じて地域
との関わりを持つことによ
り、地域社会の発展に寄与
することを目的とする。地
域の後継者たる青年部員、
経営者を支える女性部員に
対し、経営における資質の
向上を図る。

研修会・講習会・調査研究
等の事業また、地域商工業
の総合的振興と商工会活動
の発展を目的とした事業の
実施
１．青年部事業実施回数 31
回
２．女性部事業実施回数 38
回

青年部員・
女性部員

指標

青年部事業実施開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

少子化による児
童・生徒数の減少
により、検定受験
者も減少傾向にあ
るが、引き続き珠
算振興を支援した
い。

新型コロ
ナウイル
ス感染拡
大防止の
ため一部
事業中止

目標
数値

60
実績
数値

23
目標
数値

指標

珠算能力の向上発達と、
健全な珠算塾育成に繋
がった。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

雇用促進事業

地域における総合的な改善
発達を図ることを目的とし
て、珠算振興と人材育成を
めざし、全国商工会連合会
と愛知県商工会連合会主催
の珠算検定事業を実施す
る。また、海部商工会選抜
珠算競技大会の参加によ
り、珠算能力の向上に役立
てる。

１．珠算検定　9月・11月・
2月
２．競技大会　中止 児童・生徒

（珠算能力向
上をめざすこ
とにより小規
模事業者に有

効）

指標

対象児童・生徒数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

広報誌の内容を見
直し、より良い情
報を伝えるととも
に、商工会事業に
ついての理解を深
めてもらえる紙面
づくりを心掛け
る。

目標
数値

12
実績
数値

15
目標
数値

指標

広報誌の発行及び施策普
及資料の配布により、効
果的な施策実施及び関連
施策の利用を促すための
制度周知が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業

中小・小規模事業者関連の
施策に反映するために、経
営実態を把握しつつ関連施
策の利用を促すため、制度
の周知をするための広報活
動を行う。

１．効果的な施策普及資料
の作成　　6種類　10，630
部
２．商工会広報紙「ごきげ
んさん」の発行　3回
３．「ごきげんさん」編集
会議 5回
４．施策普及資料の配布 7
回

小規模事業者

指標

広報活動

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。



団体名： 蟹江町商工会

得られた効果 備考

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 46.7 ％） （達成度 125.0 ％） Ｂ Ａ 廃止 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 変更する 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

若手後継者等に経
営に関する知識習
得の機会としてセ
ミナーは必要であ
るが、従来のセミ
ナーでは出席者が
減少してきている
ことから、内容等
を再考し、違う形
で実施する。

目標
数値

15
実績
数値

7
目標
数値

80

指標

セミナー参加者満足度

１．後継者等が経営の基
本を学ぶことで、今後の
経営に活かすことのでき
る知識の習得ができた。
２，全国大会に参加する
ことで、人脈づくりと今
後の事業の参考とするこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

100

青年・女性経営者
等育成事業

青年部員である若手経営者
及び後継者、また女性部員
の中にも経営者が多くなっ
てきた背景から、経営に関
する実践的なセミナー（経
営塾）開催を企画する。
また、全国の商工会青年
部・女性部の代表が一堂に
会する商工会青年部・女性
部全国大会に参加すること
により、地域のリーダーと
しての意識の高揚をはじ
め、資質の向上を図り、ひ
いては地域活性化に資す
る。

１．「かにえ経営塾」の開
催
　　9月～１１月　9回
　　参加者　7名
２．女性部全国大会参加
　　10月25日・26日
　　宮城県仙台市
３．青年部先進地への視察
　　9月14日
　　三重県多気町「ヴィソ
ン」

小規模事業者

指標

経営塾参加者数

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。


